
課税譲渡所得

この部分に税金がかかります

長期か？短期か？
　上の例でもわかるように、1日違うだけで税率が20％か39％か、大きく違って
きます。取得日は原則として物件の引渡日ですが、「契約した日」としてもOKです。
ただし新築の場合の取得日は引渡日のみです。所有期間が5年を超えるか超えな
いかで税率が変わってくるので、知っておきたい情報です。

取得費がわからないときはどうしたらいい？
　もうずいぶん前から持っている不動産だから取得費なんてわからない…そんなときは、
「譲渡価額」の５％を取得費として計算します。取得費が譲渡価額の５％に満たない場合も、
５％相当額を取得費の金額として計算することができます。
　たとえば、昭和50年以降など、それほど古くはないのに購入価格がわかる書類が見つ
からない場合は税理士におたずねください。

＊平成25年から令和19（2037）年までの各年分については、上記の所得税額×2.1％の「復興特別所得税」が課税されます。

＊平成25年から令和19（2037）年までの各年分については、上記の所得税額×2.1％の「復興特別所得税」が課税されます。
＊売却価額（譲渡価額）には固定資産税の清算金を含みます。
＊相続空き家の特別控除の特例の適用を受ける場合、売却価額については1億円以下（固定資産税の清算金や他の相続人が同一の土地・建物を
売却した額を含む）が要件となります。

　不動産（土地・建物）を売却して利益が出た場合には、その利益（譲渡益）である譲渡所得には所得税・住民税
（P.9）がかかります （確定申告で納めるのは所得税です）。土地・建物等を譲渡した場合の譲渡所得は、給与所得
や事業所得など他の所得と分離して税額を計算します（分離課税制度）。
　不動産を売却した年の1月1日の時点（売ったときではない）で、5年を超えて所有しているときは長期譲渡所得
となり税金が少なくて済みます。

たとえば令和7年中に譲渡した場合

不動産譲渡の税金の分かれ目は“5年” 不動産を売ったときの税金の計算のしかた（概要）

R1.12.31

所有期間5年超

不動産の取得
5年以下 5年超

不動産を売却した年の１月１日時点で

5年

不動産の
取得日

土地・建物を売却した年の
1月1日

売却価額
（譲渡価額）

取得費

譲渡費用

特別控除（額）

（購入代金、建築代金、購入時の登録免許税・不動
産取得税・契約書の収入印紙代、仲介手数料、設備費、
整地費、改良費など　（注）登録免許税、不動産取得税
が取得費となるのは非事業用だけです）
（建物等については償却費相当額を控除）

（仲介手数料、測量費、契約書の収入印紙代、貸家
の場合の立退料、取壊し費用など）

（収用の場合：最高5,000万円）
（マイホームの場合：最高3,000万円）など＊

課税譲渡所得に税率を掛けると税額が計算できます。

税 率（長期  or 短期） ＝× 税 額

税 

率 ＝× 税 

額

不動産が売れて
入ってきた金額

要件に当てはまると差し引ける金額

不動産を売るのにかかった金額

不動産を手に入れるのにかかった金額

所有期間5年以下

+　　　＝
所得税

［税率］30% 39%
住民税

9%

+
所得税

15%
住民税

5%

+
所得税

30%
住民税

9%

短期譲渡所得

短期譲渡所得

+　　　＝
所得税

［税率］15% 20%
住民税

5%

長期譲渡所得

長期譲渡所得

R2.1.1

売却価額（譲渡価額） 譲渡益

譲渡益

譲渡損譲渡費用 または
必 要 経 費

取得費－

－

＋ ＝

課税譲渡所得

売却時期

20%

39%

＊P.10「譲渡所得の特別控除の種類」参照

課税譲渡所得特別控除（額） ＝

ココに注
目！

ココに注
目！

※10年超所有の居住用不動産については、一定の要件のもと、課税譲渡所得金額のうち6,000万円までは軽減税率
　（所得税10％＋住民税4％）の適用があります。

R7.1.1

１
日
違
う
だ
け
で
も
！

＼５％／
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不動産を売却した人の確定申告について
不動産を売却した人の確定申告（譲渡所得）



住民税は後から納める
　不動産を売った所得である譲渡所得には〔所得税と住民税〕がかかります。
　所得税は売却した年の翌年3月15日期限の確定申告により納めますが、住民税は地方税ですので、5月
以降に市（区）町村から住民税納税通知書（納付書）が送られてきます。住民税は６月以降に納めることに
なりますので、その分の資金も用意しておきましょう。

住民税の納付について
　不動産売却の譲渡所得の住民税について、会社員等の方の納付には２通りの方法があります。
　・普通徴収  … 住民税を自分で納付する
　・特別徴収  … 会社が給与から差し引いて従業員の代わりにその住民税を納める
　普通徴収にするか特別徴収にするかは、所得税の確定申告の際に選択
して申告書に記載します。
　普通徴収を選ぶ場合は確定申告書第二表の住民税・事業税に関する
事項の給与、公的年金等以外の所得に係る住民税の徴収方法で「自分で
納付」の欄に〇を、給与、公的年金等から天引きを希望する場合は「特別
徴収」の欄に〇をつけて提出します。
　普通徴収の場合は、5月頃に市（区）町村から本人に住民税納税通知書
（納付書）が送られてきますので、それをもとに役所や金融機関の窓口等に
納付書を持って行って納めることになります。市（区）町村によって異なり
ますが６月、８月、１０月、１月に納めることが多いようです。普通徴収の場合
は納税資金をあらかじめ準備しておく必要があります。

保険料と医療費の自己負担割合
　７５歳以上の方は後期高齢者医療制度に加入します。後期高齢者医療保険料や介護保険料は前年の所得
で決まるので、不動産売却で所得が増えたことによって、次年度の保険料が上がる場合があることにご注意
ください。
　また、後期高齢者医療保険の医療費の自己負担割合は「１割」～「３割」の方がいますが、これはその方の
収入状況で判定されます。不動産売却で所得が増えたことによって、次年度の自己負担割合が上がること
があります。
　国民健康保険に加入している場合も、不動産売却で所得が増えたことによって、次年度の保険料がアップ
することがあります。

未収入金で申告することもできる！
　上のような事例で他の所得との兼ね合いで、売買契約を交わした令和7年
分で申告したいというときもあるでしょう。そういったときは、８月の時点で
売買契約を交わしているので、１,０００万円を入金、残りの9,000万円について
は未収入金として令和7年分で申告することもできます。

不動産の売買は手付金を支払うという商慣習があります。
売買契約を破棄する場合、売主は、手付金を倍返しするのが通例です。
土地を買おうと１,０００万円の手付金を支払ったが、 売主に契約を破棄され、手付金の倍返しで
1,000万円 × 2 ＝ ２,０００万円が買主に支払われた場合、追加で受取った１,０００万円については、 
一時所得として確定申告をする必要があります。

　令和7年８月に売買契約を交わし、先に手付金が１,０００万円入金され、残りの9,000万円が翌年の令和8年
１月に入金となった場合、原則として全額入金されたときに物件が引き渡されますので、手付金を含めた売買代
金全額を引渡日の令和8年分の譲渡収入とし、確定申告は、令和9年に行います。

たとえば

契約日と引渡日が年をまたぐ場合の申告はどうしたらよい？

１億円で土地を売却する場合

８月 1月

手付金
１,０００万円
入金

残金
９,０００万円
入金

売買契約締結 物件引渡

令和7年 令和8年

土地を売却し
入金

（例）

8月 5月 6月～1月 2月 3月 4月

住民税の
納付書が
届く

確定申告書提出
所得税納付

住民税を
納付する

手付金倍返し知っ得

コラム
1

ココに注
目！

ココに注
目！

1

2

3

令和8年令和7年 令和9年

2
／
16

　〜
3
／
15

（火）

（月）

令和8年分の確定申告

手付金1,000万円支払

1,000万円

2,000万円

入金

手付金×2
手付金
返還分

1,000万円
一時所得

確定申告

契約
破棄

住
民
税

普
通
徴
収

特
別
徴
収

ど
ち
ら
か

選
べ
ま
す
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特別控除を受けるためには申告が必要
　これらの特別控除を差し引いて譲渡所得が0（ゼロ）になっても
確定申告をする必要があります。

　公的年金の収入がある上野行夫さんは、更地にしてあった目黒区の土地264㎡を令和7年9月に1億円で売却
しました。売却に当たり、買主から受け取った固定資産税の清算金は34,800円です。
　この土地は昭和55年4月に4,000万円で買ったものです。

　それぞれの特別控除額は、特例ごとの  譲渡益  が限度です。
　また、特別控除額の合計額は年間5,000万円が上限です。5,000万円に達するまでの控除は1～8の順で行います。

　土地・建物を売ったときの譲渡所得の金額の計算上、特例として特別控除が受けられる場合があります。譲渡の
種類とその特別控除額は、次のとおりです。

譲渡所得の特別控除（特例）の種類 確定申告書の記入例

土地を売却した上野さんの確定申告

1. 公共事業などのために土地や建物を売った

2. マイホーム（居住用財産）を売った(※1)

3. 相続等で取得した被相続人の居住用財産（空き家）を売った(※2)

4. 特定土地区画整理事業などのために土地を売った

5. 特定住宅地造成事業などのために土地を売った

6. 平成21年及び平成22年に取得した国内にある土地を売った

7. 農地保有の合理化などのために土地を売った

8. 低未利用土地を売った

5,000万円

3,000万円

最高3,000万円

2,000万円

1,500万円

1,000万円

800万円

100万円

※氏名・詳細等はすべて架空のものです。

〔単位：円〕▶収入に関する情報
公的年金受給額（支払金額）
社会保険料の額
源泉徴収税額

2,900,000
 127,000
35,000

▶売却した土地に関する情報
◎土地の譲渡
取得日
取得費
売却の契約日
引渡日
売却価額
固定資産税の清算金
売却のための仲介手数料
その他売却に要した費用（測量費等）
売買契約書の収入印紙代

昭和55年4月1日
40,000,000

令和7年8月1日
令和7年9月15日
100,000,000

34,800
3,366,000
2,000,000
30,000

▶保険料の支払額の情報
国民健康保険料の支払額
旧生命保険料の支払額
地震保険料の支払額

200,000
150,000
40,000

…1
…2
…3

…4
…5
…6

〈特別控除額〉

ココに注
目！

事例1

※1  居住用財産の3,000万円特別控除
　マイホーム（居住用財産）を売却して利益が出た場合は、所有期間の長期・短期に関係なく譲渡益から3,000万円まで
の特別控除が受けられます。
《主な適用要件》
1自分が住んでいるマイホームを売ること。なお、以前に住んでいたマイホームの場合には、住まなくなった日から3年目
の年の12月31日までに売ること。＊
2売った年の前年及び前々年にこの特例やマイホームの買換特例等の適用を受けていないこと。
3売手と買手の関係が、親子や夫婦などの特別な間柄でないこと。

　相続した被相続人のマイホームを売却して利益が出た場合は、相続人1人あたり3,000万円（相続人3人以上は1人
2,000万円）までの特別控除が受けられます。
《主な適用要件》
1被相続人が亡くなる直前まで一人で住んでいたマイホームを相続したこと。
2譲渡対価（固定資産税の清算金や他の相続人が同一の土地・建物を売却した金額を含む）の合計が1億円以下。
3相続日から3年目の12月31日まで、かつ令和9年12月31日までに相続人が売却すること。
4売手と買手の関係が、親子や夫婦などの特別な間柄ではないこと。

P.12「知っ得コラム2」参照

P.12源泉徴収票参照

P.16確定申告書第二表へ

住所：〒110-0003　東京都台東区根岸○－○－○　 TEL：03ｰ××××ｰ××××
上 野　行 夫　 昭和26年5月5日生（74歳）
 （妻）　すみ江　昭和27年6月6日生（73歳）

※年齢は令和7年１２月３１日のもの

【上野さんの収入等の詳細】

■譲渡所得の内訳書〈P.13～〉 ■確定申告書〈P.16、18〉
■確定申告書第三表（分離課税用）〈P.17〉
確定申告書の作成順序：第二表→第三表→第一表の順で作成します。
●公的年金等の源泉徴収票〈P.12〉
　生命保険料証明書、地震保険料証明書

確定申告
必要書類

＊令和7年中に譲渡した場合は、令和4年1月2日以降に住まなくなったものをいいます。

※提出は不要

※2  相続空き家の特別控除

上野 行夫さん
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売却済




